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○:賛成　　 :反対

市
長
提
出
議
案

条　
　
　
　

例

廃
止

阿賀野市保育所設置条例の廃止について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決　市立京ヶ瀬保育園を平成25年4月1日に民営とするため廃止する。

阿賀野市立保育園通園バスの運営に関する条例の廃止について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決　市立京ヶ瀬保育園を平成25年4月1日に民営とすることに伴い、市による通園バス運行の必要がなくなることから廃止する。

阿賀野市児童館の設置及び管理に関する条例の廃止について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決　市立京ヶ瀬保育園を平成25年4月1日に民営とすることに伴い、隣接する京ヶ瀬児童館も同一法人の運営による民営とするため廃止する。

一
部
改
正

阿賀野市保育所保育の実施に関する条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決　保育所設置条例の廃止に伴い、同条例に委ねていた保育園の入所の制限及び入所の取り消しに関する規定がなくなることから、これらの規定を整備す

るため改正する。
阿賀野市私立保育園入園児童負担金徴収条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可

決　保育所設置条例の廃止に伴い、同条例に委ねていた保育園の保育料の納付、減免及び還付に関する規定がなくなることから、これらの規定を整備する
とともに、文言の整理を行う。

そ
の
他

不動産の譲与について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可
決　市立京ヶ瀬保育園を平成25年4月1日から民間移管することに伴い、移管する社会福祉法人とよさか瑞穂会に保育園園舎、子育て支援センター、児童

館、車庫、屋外遊具等当該保育園用地に付帯する構築物等の一切を無償譲渡する。

上
記
６
件

一
括
討
論

（
要
旨
）

京ヶ瀬保育園を民営化すると、今まで6園あった市立保育園がゼロになり、保育をすべて民間に任せることになる。「3つ児の魂100まで」と言わ
れるように、幼児期の保育は、将来の人格形成に大きな影響を与える。市の財政負担軽減だけを考えての保育園民営化は、「保育の質」の低下を招くこと
につながる。保育事業は自治体の責務である。市立保育園を残すべきだ。

保護者からは、「民営化した保育園の状況が悪いとは聞いていない。時代の流れから仕方がない」と言う話を聞いた。ただ、民営化で保育のサー
ビス低下にならないよう行政側としてしっかり注視していただきたいとの要望もあった。これら保護者の意見も踏まえ賛成する。

議　
　

員

提
出
議
案

意
見
書

消費税増税に反対する意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
可
決

　消費税増税に反対する意見書を国会並びに政府に提出する。
討
論

（
要
旨
）

現在の経済状況下での消費税増税は反対だが、少子高齢化で社会保障を支える現役世代が減っている中で、毎年1兆円ずつ増えていく社会
保障の財源を確保するための消費税を含む税制の抜本改革は将来的に必要である。

賛
否

会　　　派

議　　　員
議　　　案

6月定例会（平成24年第4回　6月11日～21日）

全会一致で議決した議案等 結
果

市
長
提
出
議
案

人
事

人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて
　任期満了に伴い、山口康雄氏（寺社）を新委員として法務大臣に推薦したい。

適
任

専
決

処
分

補
正

予
算

平成24年度阿賀野市国民健康保険特別会計補正予算（第3号）　平成24年5月25日専決処分
　歳入歳出それぞれ2億5,500万円を追加し総額47億2,515万1千円とする。平成23年度会計が歳入不足となることから前年度繰上充用金を増額。

承
認

予　
　
　
　

算

補
正
予
算

平成24年度阿賀野市一般会計補正予算（第1号）
　歳入歳出それぞれ4億442万6千円を追加し総額188億642万6千円とする。災害時の被害軽減を目的とした要援護者台帳システム導入事業と関連機器
購入費500万円、公認保育園3園の施設整備事業費1億198万6千円、病後児保育事業費（9月事業開始予定）714万9千円、県の制度改正と対象者拡充に
よる子ども医療費助成事業費1,480万1千円、農業体質強化基盤整備促進事業補助金1億5,000万円、プレミアム商品券発行事業補助金3,000万円、郷病
院改修計画に伴う市道改修事業費3,500万円、市道消雪施設整備工事費1億円等を増額。

可
決

平成24年度阿賀野市公共下水道事業特別会計補正予算（第1号）
　歳入歳出それぞれ1,271万7千円を追加し総額28億2,007万9千円とする。安田浄化センター中央監視制御装置通信処理機器修繕工事費を増額。

可
決

平成24年度阿賀野市水道事業会計補正予算（第1号）
　収益的支出を358万1千円増額し総額11億3,048万5千円とする。大室浄水場浄水発生汚泥保管場所防護フェンス設置工事費、阿賀野川頭首工改修工事
負担金等376万円増額、納付消費税を17万9千円減額。

可
決

平成24年度阿賀野市病院事業会計補正予算（第1号）
　収益的支出を緑町医師住宅の白アリ駆除業務委託料30万円増額し総額5億6,974万7千円とする。

可
決

条
例

制
定
阿賀野市上下水道局布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例の制定について
　水道法の一部改正により、当市における水道管布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準を定める。

可
決

一
部
改
正

阿賀野市印鑑条例の一部改正について
　外国人住民が住民基本台帳法の適用対象となるため、外国人住民に関係する部分について所要の改正を行う。

可
決

阿賀野市手数料条例の一部改正について
　外国人登録法が廃止されることに伴い所要の改正を行う。

可
決

阿賀野市子どもの医療費助成に関する条例の一部改正について
　子どもの医療費助成の対象を、9月から現行の小学6年生までを中学3年生まで拡大する。

可
決

阿賀野市デイサービスセンター設置及び管理に関する条例の一部改正について
　すべてのデイサービスセンターの開館時間を延長し、デイサービスセンターまごころの休館日を改める。

可
決

阿賀野市下水道条例の一部改正について
　外国人登録法の廃止並びに新潟県下水道公社の名称変更を受け所要の改正を行う。また、除害施設の設置について規定を整備し、排水基準を標準基準
に戻す改正を行う。

可
決

決
算

平成23年度三市北蒲原郡地区視聴覚教育協議会歳入歳出決算の認定について
　平成24年3月31日解散し事務を継承した協議会の決算。歳入総額533万3,754円、歳出総額309万4,775円、差引残額223万8,979円は4市町の会費負
担割合に応じて按分返還される。

認
定

そ
の
他

市道路線の認定について
　外城町地内の開発区域内にある道路を新たに認定する。

可
決

市道路線の変更について
　日の出町4号線、法柳新田59号線を延伸、古田郷310号線を変更する。

可
決

選
挙

阿賀野市選挙管理委員並びに補充員の選挙について
　任期満了により佐藤明男氏（保田）、五十嵐英雄氏（姥ヶ橋）、佐藤三郎氏（長起）、徳永和夫氏（保田）を選挙管理委員に、小林壽英氏（安野町）、八木
美代子氏（若葉町）、佐藤晃一氏（駒林）、渡辺満男氏（蒔田）を同補充員とする。

可
決

陳
情

適正規模の少人数学級実現、義務教育費国庫負担制度2分の1復元に係る意見書の採択を求める陳情
　適正規模の少人数学級の推進と、教育の機会均等と水準の維持・向上を図るため、義務教育費国庫負担制度の国庫負担割合を2分の1に復元することを
求める意見書を提出してほしい。

採
択

水俣病特別措置法の申請期限延長等を求める陳情
　水俣病特別措置法の申請期限を延長するとともに、恒久的な救済システムを確立するなどの、全ての水俣病問題の解決に向けた施策の実現を求める意
見書を提出してほしい。

採
択

委
員
会
提
出
議
案

委
員
会

の
廃
止

阿賀野市議会だより編集特別委員会の廃止について
　平成24年6月定例会号から、市議会だよりの編集を阿賀野市議会改革推進特別委員会広報部会に移行するため廃止する。

可
決

意
見
書

基地対策予算の増額等を求める意見書の提出について
　基地対策予算の増額等を求める意見書を国会並びに政府に提出する。

可
決

適正規模の少人数学級実現、義務教育費国庫負担制度2分の1復元に係る意見書の提出について
　適正規模の少人数学級実現、義務教育費国庫負担制度2分の1復元に係る意見書を政府に提出する。

可
決

水俣病特別措置法の申請期限延長等を求める意見書の提出について
　水俣病特別措置法の申請期限延長等を求める意見書を国会並びに政府に提出する。

可
決


